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連結子会社における事業譲渡に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、当社の連結子会社である株式会社nottecoが、運営する長距

離ライドシェアサービス「notteco」（以下、「本事業」といいます。）をアディッシュプラス株式会社（以

下、「アディッシュプラス」といいます。）に譲渡することを決議しましたので、下記のとおりお知らせ

いたします。 

なお、本件は適時開示基準に該当しないため、開示事項・内容を一部省略しております。 

 

記 

 

１． 事業譲渡の理由 

当社グループは、創業以来「人と人をつなげる」をミッションとして、人と人が考えていることを通

わせるコミュニケーションの促進を目指しております。近年では積極投資領域として、ソーシャルメデ

ィアの浸透によって生まれた、個々人を結びつける事業であるシェアリングエコノミー事業に注力し、

「人と人をつなげる」事業への特化が当社グループの企業価値を増大させるために不可欠であると考

え、数々のシェアリングエコノミー関連サービスの提供や、優良なスタートアップ企業への出資を行っ

てまいりました。 

本事業譲渡先であるアディッシュプラスは、MaaS(*)関連事業者へのカスタマーサポート提供や自治

体 MaaS実証実験への参加など、モビリティ課題を通して地域活性に取り組んでいることから、本事業

譲渡が今後の本事業のさらなる成長とライドシェアの普及に繋がり、また、当社が純投資目的で株式を

保有するアディッシュ株式会社の子会社であることから、アディッシュグループの企業価値の向上が、

インキュベーションセグメントにおける利益につながると判断し、今回の決定に至りました。 

 

(*)MaaS（Mobility as a Service「マース」）とは、ICTを活用して交通をクラウド化し、公共交通か否

か、またその運営主体にかかわらず、すべての交通手段によるモビリティ（移動）をひとつのサービス

としてとらえ、シームレスにつなぐ新たな「移動」の概念です。 

（出典：国土交通政策研究所報第 69号 2018年夏季) 

 

２． 当該連結子会社の概要 

（１） 名 称 株式会社 notteco 

（２） 所 在 地 東京都千代田区平河町二丁目５番３号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 上田 祐司 

（４） 事 業 内 容 長距離ライドシェアサービス「notteco」の運営 

 



３． 事業譲渡の概要 

（１）本事業の内容 

長距離ライドシェアサービス「notteco」の運営 

（２）本事業の経営成績 

 本事業 2020年 12月期連結実績 

売上高 0 2,445百万円 

（３）譲渡事業の資産・負債及び金額 

譲渡する資産・負債は、当事業遂行に必要なものに限定されております。なお、金額につきまし

ては、守秘義務契約により開示を控えさせていただきますが、金額は軽微となります。 

（４）譲渡価額及び決済方法 

譲渡価額につきましては、守秘義務契約により開示を控えさせていただきますが、金額は軽微と

なります。また、決済方法は現金決済を予定しております。 

 

４． 相手先の概要（2021年 12月 31日現在） 

（１） 名 称 アディッシュプラス株式会社 

（２） 所 在 地 沖縄県那覇市久茂地一丁目７番１号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 石川 琢磨 

（４） 事 業 内 容 カスタマーリレーション事業 

（５） 資 本 金 27,500千円 

（６） 設 立 年 月 日 2012年６月 29日 

（７） 大株主及び持株比率 アディッシュ株式会社 100％ 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 

該当事項はありませんが、当社は当該会社の親会

社であるアディッシュ株式会社の株式を 32.4％

保有しております。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 
当社は当該会社との間で、カスタマーサポートの

取引関係がございます。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 
該当事項はありません。（※） 

（※）当社は当該会社の親会社であるアディッシュ株式会社の株式を 32.4％保有しておりますが、企

業会計基準適用指針第 22 号第 24 項の要件を満たしており、当該会社に重要な影響を与えるこ

とができないことが明らかであると認められるためであります。 

 

５． 日程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 2022年２月 10日 

（２） 事業譲渡契約締結日 2022年２月 10日 

（３） 譲 渡 実 行 日 2022年３月 １日（予定） 

 

６． 今後の見通し 

本事業の譲渡による当社 2022年 12月期連結業績への影響は軽微であります。 

以 上 


